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　近年日本国内でも女性の活躍できる環境の整備の重要性が指

摘され、各種の取り組みが進んでいる。女性の活躍できる環境と

は、即ち、多様かつ柔軟な組織が実現されていることであるが、こ

れはまさに、多くの日本企業の今後の成長にとって必須なもので

ある。本稿は、企業のみならず、国として、女性の活躍できる環境

を整え、将来の豊かさの前提条件を整えるために、優先的に取り

組むべき課題を明らかにするものである。

　日本の経済構造は今、大きく変容しつつある。自然災害からの

復興と、20年にわたる経済停滞を断ち切るため、日本は経済成長

重視の方向へと舵を切った。日本は、その目標を達成するために、

これまで長きにわたって守り実践してきた様々な慣例も、再考し

ようとしている。このような空気の中、職場における女性の役割

を問い直すことも、喫緊の課題として浮上してきている。

　Strategy&が行った、世界での女性の社会進出に関する調査の

結果、日本の変革に女性の活躍が寄与し得ることが判明した。

日本の女性の教育水準は既に高く、社会進出するための下地は

整っている。女性の大学・短大への進学率は56%で、男性と同水準

である。また、大学院修了者も男性の15%よりは低いものの、6%

存在している（※1）。しかし、ビジネス界となると話は別となる。

日本の女性はキャリアの早い段階で離職し、その後は非正規の

従業員として働くケースが多く、組織において重要な責任のある

地位にはほとんど就かないというのが現状である。

　我々の推計では、女性の社会進出を男性と同水準まで高められ

れば、日本のGDPを9%増やすことができる。しかしそれ以上に、

より多くの女性が責任と権限を伴う高い地位に就くようになれ

ば、創出できる価値は計り知れないほど大きい。

　日本企業はこれまで、同質性の高さ（ダイバーシティの少なさ）

による意思疎通の良さを強みの源泉と考えてきたが、日本がグ

ローバルなビジネスチャンスをとらえて新たな経済成長軌道に

乗るためには、組織の構成員の多様性、組織の柔軟性を高めてい

かねばならない。日本企業は今後、さらにグローバル化を推進す

ることに加えて、生産性を高め、健全なリスク・テイクを行い、起業

家精神とイノベーションを強化する必要がある。そのすべてにお

いて、企業内に多様な観点を取り入れることが重要であり、女性

の声だけでなく、その他高齢者、障がい者などの少数派（マイノリ

ティ）、若年層、海外経験者、中途採用者などの声も、積極的に取り

入れていく必要がある。

　政府は、アベノミクスにおいて「女性が輝く日本」を提唱、安倍

首相が2014年1月の世界経済フォーラムでの演説で、「いまだ

に活用されていない資源の最たるもの。それが女性の力ですか

ら、日本は女性に、輝く機会を与える場でなくてはなりません」

と述べている。そして、2020年までに政府と民間企業における

日本のサード・ビリオン：
　勝ち抜くための組織変革

著者：ヴァネッサ・ウォレス、唐木 明子

～女性活躍に向けた5つの優先施策～

※1 文部科学省の「2012年度学校基本調査」

日本の政府および企業は直ちに、人材、意識、グローバルな見識・経験など
多面的に、多様性を取り入れる手段を講じなければならない。また、より柔軟なキャリアパス、
仕事の仕方、成果に応じた評価・昇進制度を構築するべきである。
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指導的立場の3割を女性にするという目標を掲げて、決意を再

表明した。

　Strategy&では、日本がこの大きな目標を達成するために何

が必要かを明らかにするために、役員・部長クラスの女性たちへ

のインタビューを行った。その結果、成功を阻害する最大の要因

は、典型的な日本の職場にいまだに根強く残る硬直性であると

判明した。

　今回のインタビュー結果を受けて、労働力の柔軟性を高め、

女性たちがその能力を最大限に活用できるようにするために日本

企業が行うべき、次の5つの優先施策分野を特定した。

「経営トップのリーダーシップ」

「組織の変革への取り組み」

「指標の共有」

「先入観を排除する」

「他の組織との協働」

　各々の企業が率先して施策を推進しなければ、日本がその目標

を達成することはできない。日本全体が経済的に繁栄するような

変革を実現するには、企業が行動を起こさなければならない。

　より多様で柔軟な職場作りに成功を収めた企業が、新たな競争

優位性を確立できるのであり、その優位性がさらに、今後10年間

の持続可能な成長の基盤となるのである。

発揮されていない潜在能力

　2012年、Strategy&は世界128ヶ国における女性の社会進出

状況を分析した「Empowering the Third Billion（第三の10億

人のエンパワーメント）」（※2）という報告書を発表した。この報

告書では、経済的繁栄と女性の社会進出の間に相互関係があるこ

とを確認し、女性が仕事を通じて経済に貢献できる能力を指標化

し、各国をランク付けした。

　女性の実際の社会進出状況を示す「アウトプット」指標におい

て、日本は128ヶ国中78位と、ボリビア、コスタリカ、グルジア、韓

国といった国々と同程度であった（図表1参照）。

　その一方で重要なのは、日本は、女性の経済的地位を向上させ

るために国が導入している施策の充実度合いを示す「インプット」

指標においては、128ヶ国中29位と、ずっと高い結果となっている

ことである（図表2参照）。

　この調査からは、日本では、女性の準備が整っているだけでな

く、女性が働きその能力を発揮するために、必要かつ意味のある

対策が講じられていることも示唆される。しかしながら、結果が

伴っていない。日本の女性は優れた人材となる可能性が十分あり

ながら、実際にはその能力を発揮する機会を与えられていないの

である。

インクルージョンの3つのレベル

　教育水準が高く、高い潜在能力をもつ日本の女性を「人材」とし

て十分に活用するためには、日本企業は職場における女性のイン

クルージョン（受け入れ度）を向上させていかねばならない。イン

クルージョンには、「雇用」「キャリア開発」「意思決定への参画」の

3つのレベルに分解して考えることが有効である。

※2　この報告書によると、世界では2020年までに、2012年と比べてさら

に10億人の女性が経済活動に関与するようになる。我々は、このグループ

を「Third Billion（第三の10億人）」と名付けた。なぜなら、このグループの

持つ経済力は、中国やインドという、10億人強の人口を持つ国家のものと

同等となるからである。Strategy&の「サード・ビリオン」専用ページは、以

下のURLからアクセスできる http://www.strategyand.pwc.com/jp/

home/publications/third_billion-jp 　出所： Strategy&
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出所：Strategy&

サード・ビリオン「アウトプット」インデックス
主要国のランキングとスコア

図表1 ： 女性の実際の社会進出状況
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出所 ： Strategy&

サード・ビリオン「インプット」インデックス
主要国のランキングとスコア

インプット指標では、教育機会、教育水準に関する統計、女性に就労機会を与える
政策の有無、女性起業家の支援制度の有無などの要因を考慮した。

図表2 ： 女性の社会進出の支援状況
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アウトプット指標では、労働力全体における男女比率、指導的地位における
男女比率、男女の賃金水準等の要因を考慮に入れた。
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雇用

　日本の女性は、サービス業・小売業では既に比較的高い就労率

に達しているが、技術、工学、理学系の専門知識が必要な業種で

の就労率は低い。また、業種によらず多くの企業が、女性社員はい

つか離職するという先入観をいまだに持っており、多くの企業が

女性の採用を一定割合に抑えるなど深刻な影響を与えている。

　冒頭でも述べたように、このことは日本の経済全体に深刻な影

響を及ぼしている。女性の就労を、男性と同じ水準へと増やすだ

けで、GDPが最低でも9%増加すると推計されている。この潜在

的増加幅は、日本は先進国の中で最も大きい（図表3参照）。

キャリア開発

　日本企業でも、既に女性は、勤勉にルーティン作業をこなす優

秀な事務職として重宝されている。しかし、先進的な企業において

は、女性も幹部育成の対象として研修の対象に優先的に加え、積

極的に育成に努めている。また、リスクや家庭とのバランスに決断

を迫るようなキャリア上の選択肢も、暗黙のうちに機会を奪わず

に、積極的に与えている。

　優秀な女性を採用しても、キャリア開発を行わないことには、次

のステップにはつながらないことを明確に認識しているのである。

意思決定への参画

　女性は昇進の機会がほとんど無く、重要な意思決定に参加する

機会が限られていることが多い。女性の活用に先進的と言われる

日本のリーディングカンパニーを対象としても、女性が男性と同程度

に管理職に昇進しているケースは無い（図表4参照）。また、多く

の日本企業において、女性の側も昇進への期待をほとんどして

いない。

　さらに、女性は平均して、同等の職を持つ同僚男性に比べて

賃金が30%少ない。子どもを持つ女性にとっての状況はさらに

悪い。出産後、再就労を望む女性のうち希望がかなうのはわずか

43%であり、何らかの職を確保できた場合でも44%が以前よりも

低い賃金で雇用されている。

柔軟性のない職場モデル

　日本は終身雇用制が失われつつあると言われるものの、真面目

で忠誠心が高い労働力と、安全、快適かつ健康な暮らしを支える

各種の制度的なインフラや、強い団結力をなお有している。実際

に1人当りGDPは今も増加中である。ならば、なぜ日本は変革す

る必要があるのか？

　実は、日本の1人当りGDPが上昇しているのは、経済が成長し

ているからではない。日本の人口が減少しているためである。ゆ

くゆくは、マクロGDPの縮小に起因して、一人当たりGDPの縮小

ももたらされる。実際に、世界における日本の競争力は既に低下

していると言われている。日本における製造コストは高く、ホワイ

トカラーの生産性は低い。国内需要がせいぜい横ばいであるた

め、日本企業は海外市場に成長を求めるしかない。しかし近年で

は、日本は、隣国の韓国や中国に、技術や生産プロセスのイノベー

ションにおいても、グローバル展開においても後れを取っている

出所 ： Strategy&

女性の雇用水準を男性並みに引き上げた場合のインパクト（GDP、%）

図表3 ： 男女同等の雇用が与えるGDPへの影響
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出所 ： 日経BP社（2013）、Strategy&

図表4 ： 管理職へ登用される女性は少ない
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図表5 ： 成長を可能にする職場は多様かつ柔軟である

多様性　　+　　柔軟性　　=　成長の準備ができている職場
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と言われるようになってきた。

　日本は成長するために、人材を全面活用していかねばならな

い。女性、中途採用者、若年層に積極的に機会を与え、能力を遺憾

なく発揮できるようサポートする必要がある。そのためには、同質

性の高さに依存してきた伝統的な日本の職場モデルを変革し、特

に「多様性（ダイバーシティ）の欠如」と、「組織の硬直性」という、

相互に関連した、しかし独立した課題を解決することが必要である

（図表5参照）。

多様性の欠如

　多くの日本の大企業は見事なまでの均質性を保っている。役員

はおろか、管理職も、年功序列の頂点に立つ新卒生え抜きの日本

人男性が占めている。一部には、女性や中途採用者、外国人など

がいるものの、組織の均質性に調和できる人材に限られる。年功

序列なので当然のことながら、新卒生え抜きの日本人男性であっ

たとしても、20-30代の「若者」が公式にリーダー的な地位に就く

ことはほとんどない。長い勤続年数の中で組織内の調和を重んじ

てきた人材が重用される結果、リスクを避ける風潮は強くなり、

一定のリスクをとることが前提となるイノベーション文化は育た

なくなる。伝統ある大企業では、会社の未来を担う「エリート」と

認定されると、むしろ経歴に傷がつくリスクのある（逆に言うと、

イノベーションの機会もある）ような地位に就かせなくなってし

まい、まして社外への流出の原因となり得る海外赴任や、他社へ

は出向させない傾向にある。そうして保たれた均質性の結果とし

て、消費者の大多数を占める女性や若年層などについての洞察が

弱いものになってしまう。海外顧客や海外パートナーに対する洞

察は、さらに浅いものになってしまう。

組織の硬直性

　日本の「サラリーマン」は、極めて画一的な会社員人生を送る。

多くの大企業では、特定の大学から新卒の学生を毎年採用し、社

員は定年までその会社、あるいは子会社に勤め続ける。給与や昇

進は通常、年功序列で決定され、日本人男性であっても、若いう

ちは重要な権限を与えられず、企業における年次に応じた昇進・

昇給を待つしかない。業績連動の賞与はあっても微々たるもので

あるため、高い業績を挙げようとするインセンティブも働かない。

それにも関わらず、会社での長時間労働は当然のことと期待され、

（家庭や社会、趣味などの）仕事以外のことに時間を使うことは難

しい。日本企業における「多方面への過剰な根回し」、つきあい残

業、時間外の「飲みニケーション」など“直接、顔を合わせる時間を

取る”ことの重要性は、海外現地法人に採用された外国人社員な

どから見て、常軌を逸していると映る。

　このように長時間労働を求められる慣習があるため、子どもの

いる女性のように、在宅勤務などの柔軟な勤務制度を活用する

必要のある社員にとって、キャリアを続けることが特に難しい問題

となってしまう。

　これらの状況から鑑みれば、キャリアを築いた日本人の女性

たちが、働きやすい会社として挙げた上位10社のうち5社が外資

系であることは驚くに値しない。多国籍で展開する外資系企業

は、日本人女性が提供する価値を確実に認めており、今後も女

性たちの中でも最も才能ある人材は外資系企業に流出し続ける

であろう。

多様性確立のための5つの優先施策

　我々は、役員・部長クラスの日本人の女性たちにインタビュー

し、彼女達の経験と、より多くの女性が活躍するために何をすべき

かを尋ねた。これらのインタビューの結果、女性が活躍できる環境

を整えるための、5つの優先施策の分野が特定された。

　これらの優先施策は企業のとるべき施策である。なぜなら日本

企業の多くは、本来あるべき姿から遠い上に、職場こそが、女性が

輝くべき現場そのものだからである。

　とはいえ、日本企業でも第一歩を踏み出している事例はいくつ

もある。例えば、ユニクロを傘下に持つ株式会社ファーストリテ

イリングは、完全実力主義や世界同一賃金を導入し、上の職位に

なればなるほど高い成果を求める一方、長時間労働を是正する

べく本部で週4日のノー残業デーを設定している。また、パナソ
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ニックやサントリーホールディングスなど、フレキシブルな勤務

時間や在宅勤務制度を整える大企業も増えている。また、サイ

バーエージェント、DeNA、スタートトゥデイ、楽天など、急成長して

いる日本企業は、中途採用の人材を惹きつけることでその成長

を支えてきた。多様な人材が活躍できるかどうかは、企業自身が

その人材の潜在能力を活用するための意志と能力がある場合

に限られている。

　以下に、日本企業が、組織内の多様性と柔軟性を向上させる

ために必要な施策分野のうち、優先順位の高いものを提言する。

既に指摘したように、将来的な成長のためには、これらを重大な

戦略的至上命題として取り組んでいかねばならない。女性が活躍

する企業は、グローバル化した市場で成功するために不可欠な

多様性、柔軟性を兼ね備え、成長に向けて最適な人材が存分に

活躍しうる環境を整えた企業であるとも言うことができるだろう。

経営トップのリーダーシップ

　経営トップ、特に社長、CEO自身が、なぜ女性が活躍するべき

かを明確に説明し、その目標を確実に実現していくことをコミット

（確約）しなければ、変革が起きる可能性は低い。経営トップは、

より多くの女性を重要な役割に登用するだけでなく成功事例を

広く伝えなければならない。また、幅広く各階層の社員に、最終

目標は多様かつ柔軟な組織への変革で、長期的戦略的課題の重

要な礎だと明確に説明しなければならない。また、宣言した目標

の実現に向けては、十分な人員と資金を割り当てるなど具体的

な取り組みを進め、より確実に結果を出すため、進捗状況をモニ

タリングするべきである。

　例えば、日産自動車株式会社のカルロス・ゴーンCEOは、日産

の組織的な均質性、硬直性を打破するためにより多くの女性管理

職が必要との認識から、2003年からダイバーシティを組織的に

推進し、2012年までに同社における女性管理職の数は4倍に

増えた。その際、ゴーンCEOはダイバーシティ推進のための仕組

み構築を任務とする、独立した常設の推進組織を設置した。取り

組みの一環として、人脈作りやコミュニケーションの機会が提供

されるとともに、組織全体に多様性のあるマインドセットを醸成

するためのプログラムも実施された。

組織の変革への取り組み

　女性の活躍できる職場の整備と言っても、その実現のために取

り組むべきことは多岐にわたる。まずは、評価制度の見直しが必

要となる。上司のお気に入りという馴れ合いの評価制度から脱し、

制度の均質性と透明性の向上がされないと、どの女性が評価され

るべきかが不明確である。

　また、限られたポストを前提に女性の活躍を論ずれば必ずその

直接の競争相手となる（優秀な）男性があおりをうけることと

なる。既に「あがった」（優秀ではない）男性が管理職ポストに

就いたままであるのに、である。先進的な企業の多くは、女性

の活躍を論じる際には、業績連動と降格制度を同時に導入し、

若手の男性も十分に登用される道を用意している。

　これらの取り組みは組織とその構成員の行動に大きな変革を

もたらすものとなる。この変革を成功させるためには、男女を問

わず、インフルエンサー（影響力の大きい人材）と、ロールモデル

を活用するべきである。具体的には、役員、部長クラスの女性に

加え、女性の幹部候補を育成してきた男性の努力を表立って称

えて、変革に向けた推進力とする。従来型の均質さから逸脱した

人材（女性のみならず、外国人や中途採用者なども含め）を割り

当てられたリーダーは、時に、当の人材自身以上に、大きな障壁

を感じ、解決のための努力をしてきている。

指標の共有

　施策の成功度を測るための指標を設定し、目標に向けての進捗

度も測るべきである。目標の例としては、会社における女性管理

職の人数だけではなく、各部署内におけるワーキングマザーの正

社員に占める比率などでも良い。こうした目標は、対外的に公表し

なくてもよいし、「必達」でなくともよいが、結果が出る取り組みの

ため設定することが有効である。

　日本コカ・コーラ株式会社は、女性がより活躍できるように会社

全体の目標を設定している。特に同社は、女性社員は、女性消費

者のニーズについて重要な洞察をもたらしてくれると考えて
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いるためである。同社はその目標を達成するために、各種の社内

のネットワ－キングの機会を提供しており、自発的な相互の啓発

や、課題の解決が多くなされ、社内の空気が変わりつつある。ある

幹部は「我々の顧客の70-80%は女性である。我々は管理職の

少なくとも40%を女性にする目標の達成を喫緊の課題と考えて

いる」と述べている。

先入観を排除する

　思い込みからかたくなに抜け出さない、ただそれだけの理由

で、女性の活躍が阻まれることは多い。管理職の立場からは、女性

の部下の昇進や転属を、家庭との両立などを先回りして配慮して

見送るケースもあるかもしれない。こういう「配慮」は、思いやりの

反面、先入観により本人の機会を奪っている可能性があり、企業に

とっては人材の最大限の活用を阻害してしまう。

　このジレンマは、実は簡単に解決することができる。ただ本人に

聞いてみるだけで良い。「大阪工場の工場長になってみたいか？」

「半年間米国で新規事業立ち上げを指揮する気はないか？」。も

し、彼女にその気がなければ、自分で意思表示をするはずである。

しかし、上司が何も聞かずに勝手に決めてしまえば、上司も部下も

機会を逃してしまう。男性にも、女性にも、どういうキャリアを望む

のかを、きちんと直接聞くことが重要である。

他の組織との協働

　ほとんどの日本企業は、多様性と、組織の柔軟性を高めるため

には、どこも似たような課題に直面することであろう。これらの課

題を解決するために互いに手を組むことで、多くの恩恵を得るこ

とができる。中でも、ベストプラクティスや、育児などのサポート

サービス、人材管理の共有化などの3つの領域が考えられる。

✽　　　　　　　✽　　　　　　　✽

　日本は、自らを経済成長の軌道に再び乗せられる立場にあり、

今、日本にとっての追い風も吹いている。国は女性たちがより

経済に貢献できるようにする政策策定も行っている。ここから

何をするかは、企業の取り組みにかかっている。日本企業は、

グローバル市場で成功するために、自社の多様性を向上させ、

より柔軟な組織へと生まれ変わらなければならない。日本企業

が成功するには、女性（のみならず、若手、中途採用者、外国人

など含む多様な人材）が活躍し得る環境を整えなければならな

い。そのために企業が取る施策は、組織全般に多様性、柔軟性

をより浸透させ、新たな機会の創出につながるのである。




